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第１ 趣旨 

 

  この要領は、道公営住宅の入居者の募集、申込み、選考等の事務処理について、北海道営住宅条

例（平成９年条例第 11号。以下「条例」という。）、北海道営住宅条例施行規則（平成９年規則第 42

号。以下「規則」という。）、北海道公営住宅入居選考要綱（以下「要綱」という。）に定めるものの

ほか、必要な事項を定める。 

 

第２ 入居者の公募 

 

 １ 公募の周知 

  （１）規則第５条第２項第４号の「その他必要な事項」とは、次のとおりとする。 

     ア 入居者募集パンフレットの配布を行う期間及び場所 

     イ 入居申込みの受付を行う場所、受付期間及び受付時間 

     ウ 入居の申込み方法（持参及び郵送並びに電子申請の別） 

エ 入居が可能となる時期 

     オ その他総合振興局長又は振興局長（以下「総合振興局長等」という。）が必要と認める

事項 

  （２）総合振興局長等は、一般公募を行う際は、入居者募集パンフレットを作成の上、入居希望 

者に配布するほか、近隣の市町村に対し、窓口等に備え付けるよう依頼するものとする。 

  （３）入居者募集パンフレットには、次の事項を掲載するものとする。 

     ア 募集する住宅の所在地、募集区分、戸数並びに家賃 

     イ 入居者の決定方法（抽選の実施方法を含む。） 

     ウ 入居申込みができる期間、場所及び受付時間 

     エ 電子申請による受付を行う場合にあっては、手続きを行うサイトのＵＲＬ 

     オ 郵送による入居の申込み方法 

     カ 入居申込みから入居までのスケジュール 

キ 入居者資格（申込資格） 

     ク 入居申込書の記入方法及び必要な添付書類 

     ケ 借上げに係る公営住宅にあっては、借上げ期間満了時の住宅の明渡しに関する事項 

     コ 子育て世帯向け住宅にあっては、期限付入居決定に関する事項 

     サ 要綱第８条の規定により、入居申込書に添付すべき書面の一部又は全部を省略し申し

込ませる場合にあっては、公開抽選後における書面の提出等必要な事項 

     シ 暴力団員であることが判明した場合の住宅の明渡しに関する事項 

     ス その他総合振興局長等が必要と認める事項 

      

 

 ２ 一般公募の方法 

  （１）要綱第７条第２項及び第３項による募集区分の設定は、一般公募を実施する都度、当該一 

般公募の実施決定時に行うものとする。 

  （２）要綱第７条第４項の特目住宅、単身者向け住宅及び世帯・単身併用住宅の指定は、一般公

募を実施する都度、当該一般公募の実施決定時に行うものとする。 

  （３）要綱第７条第５項により明らかにする募集区分のうち、要綱第７条第２項第１号から第３

号までによる区分については、別表１の表示方法の例により表示することを基本とし、要綱

第７条第３項の規定により募集区分を細分化する場合は、入居希望者が理解しやすい表示方

法を適宜定めるものとする。 

  （４）要綱第７条第７項の「期限付入居決定に関する必要な事項」は、次のとおりとする。 

     ア 入居期限は、同居する小学校就学の始期に達するまでの者のうち年齢が最も高い者が
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１２歳に達する年度の末日までとすること。 

     イ 期限付入居決定は、入居期限の到来によってその効力を失うこと。 

     ウ 入居者は、入居期限が到来する日までに、住宅を明け渡さなければならないこと。 

     エ 期限付入居の決定に当たっては、期限付入居決定に関して説明を受けた旨を記載した

承諾書を提出しなければならないこと。 

     オ 入居期限が到来する日において、１２歳に達していない同居者があるときは、申出に

より入居期限を延長できる場合があること。 

     カ 入居期限が到来する日以降も引き続き公営住宅に入居することを希望する者は、他の

公営住宅に住み替えることができる場合があること。 

     キ その他期限付入居決定及び子育て世帯向け住宅の入居について総合振興局長等が必要

と認める事項 

  （５）規則第６条第５項及び第６項に定める書面の詳細は別表２のとおりとする。 

  （６）要綱第８条第５項の「必要な事項」は、次のとおりとする。 

     ア 書面の提出期限 

     イ 要綱第８条第４項各号のいずれかに該当する場合は入居決定されないこと。 

     ウ その他総合振興局長等が必要と認める事項 

  （７）条例第６条第 1 項第５号の規定による入居申込者及び同居者に道営住宅に係る未納の家賃

等がないことの確認は、住宅課が作成する別紙「退去滞納者一覧」及び「損害金等調定一覧」

により行うものとする。 

 

 ３ 多家族世帯向け住宅及び多子世帯向け住宅の指定 

   総合振興局長等は、要綱第12条第２項第３号及び第４号の規定による多家族世帯向け住宅及び

多子世帯向け住宅を指定する場合は、多家族世帯向け住宅を優先して指定するものとし、２戸以

上指定する場合には、多子世帯向け住宅を少なくとも１戸指定するものとする。 

 

 ４ 18歳未満同居世帯向け住宅及び新婚世帯向け住宅の指定 

   総合振興局長等は、要綱第12条第２項第５号及び第６号の規定による18歳未満同居世帯向け住

宅及び新婚世帯向け住宅を指定する場合は、次の方法によるものとする。 

  ア 広域再編により整備された団地の新築公募及び３月に実施する公募以外の公募において指定

するものとする。 

  イ 子育て世帯向け住宅がある団地では指定しないものとする。 

  

 ５ 転入世帯向け住宅、転入単身者向け住宅及び転入世帯・単身併用住宅の指定 

   総合振興局長等は、要綱第12条第２項第７号及び第10号の規定による転入世帯向け住宅、転入

単身者向け住宅及び転入世帯・単身併用住宅を指定する場合は、広域再編型により整備された団地

の新築公募及び３月に実施する公募において指定するものとする。 

 

 ６ 移住世帯向け住宅、移住単身者向け住宅の指定及び移住世帯・単身併用住宅 

（１）総合振興局長等は、要綱第12条第２項第８号及び第10号の規定による移住世帯向け住宅、

移住単身者向け住宅の指定及び移住世帯・単身併用住宅を指定する場合は、団地の所在する市

町村と次に掲げる事項を協議の上、住宅課長へ報告するものとし、住宅課長は他の方法によ

る公募の周知を検討するものとする。 

      ア 移住世帯向け住宅、移住単身者向け住宅の指定及び移住世帯・単身併用住宅として指定

する住宅 

      イ 移住世帯向け住宅、移住単身者向け住宅の指定及び移住世帯・単身併用住宅の規則第５

条第１項に定める公募の方法 

      ウ その他総合振興局長等が必要と認める事項 

（２）住宅課長は、第１号の規定により他の方法による公募の周知を行う場合、総合振興局長等

に対し、周知に必要な書類等の作成を依頼するものとする。 

（３）総合振興局長等は、第２号の規定により住宅課長から周知に必要な書類等の作成を依頼さ
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れた場合は、速やかに作成し住宅課長に送付するものとする。 

 

 ７ 東日本大震災避難世帯向け住宅、東日本大震災避難単身者向け住宅及び東日本大震災避難帯・単身 

併用住宅の指定 

総合振興局長等は、要綱第 12条第２項第９号及び第 10号の規定による東日本大震災避難世 

帯向け住宅、東日本大震災避難単身者向け住宅及び東日本大震災避難世帯・単身併用住宅の 

指定（以下「東日本大震災特目住宅」という。）を指定する場合は、次に掲げる事項を住宅課長 

へ報告するものとする。 

    ア 東日本大震災特目住宅として指定する住宅 

    イ 東日本大震災特目住宅の募集、申込み及び選考等の結果 

    ウ その他住宅課長が必要と認め、報告を求める事項 

 

 ８ 車いす対応住宅の指定 

   要綱第１３条第１項の規定による車いす対応住宅の指定は、次の方法によるものとする。 

   ア 総合振興局長等は、一般公募を実施するに当たって、必要に応じて福祉部局等からの意見 

を聴取し、又は福祉部局等からの要請に基づき、車いす対応住宅を指定するものとする。 

   イ 指定できる戸数は、要綱別表３に掲げる車いす対応住宅の戸数に 1/2を乗じた戸数（小数 

点以下切捨て）を上限とする。ただし、当該住宅の戸数が１であるときの指定できる戸数は 

１とする。 

 

 ９ 単身者向け住宅及び世帯・単身併用住宅の指定 

   要綱第１４条第２項の規定による単身者向け住宅及び世帯・単身併用住宅の指定は、次の方法 

によるものとする。 

   ア 総合振興局長等は、住戸専用面積 50㎡を超える住宅で、長期空家となっている住宅、一般

公募により入居者を募集したにもかかわらず、入居者が決定されなかったことにより引き続

き空家となっている住宅及び単身者向けの住宅としてニーズが見込まれる住宅のうち、住戸

専用面積がより狭く、かつ、間取りがより少ないものから順に、単身者向け住宅及び世帯・

単身併用住宅として指定するものとする。 

   イ 単身者世帯向け住宅（既存入居者のうち単身世帯が入居する戸数及び要綱第１４条第１項

の規定により指定する戸数を含む）及び世帯・単身併用住宅は、団地内総戸数の４割に相当

する戸数を目安に指定できるものとし、１回の公募における指定は、入居世帯及び世代間の

バランスに配慮した上で、総合振興局長等が必要と認める戸数について行うものとする。 

ウ 総合振興局長等は、過去の単身者の応募状況等を勘案し、特に必要であると認めるときは、

イの規定に関わらず、指定することができる。 

 

第３ 入居者の選考 

 

 １ 公開抽選の実施 

  （１）公開抽選会において抽選器を操作するときは、設定等は職員が行い、抽選操作は公開抽選

の出席者に行わせるものとする。ただし、出席者の同意を得た場合は、この限りではない。 

  （２）要綱第１７条第４項の公開抽選の結果の公表は次により行うものとする。 

     ア 公表は、入居申込者が当落を把握しやすいものと考えられる方法により行うものとす

る。ただし、電子申請による受付を行った公募の抽選結果は、ホームページによる公表

も行うものとする。 

     イ 公開抽選の結果は募集区分及び抽選番号の表示により行うものとし、個人情報を使用

してはならない。 

     ウ 電話による公開抽選の結果の照会に対する回答は、原則として行わないものとする。 

 

 ２ 倍率優遇の方法 

  （１）条例第９条第４項の規定による公開抽選における当選率の引上げは、次により行うものと 



北海道公営住宅入居選考事務処理要領 

する。 

     ア 別表３の左欄に掲げる特に居住の安定を図る必要がある者の区分（以下、次のイにお

いて「区分」という。）に応じ、抽選番号を１付与することとする。ただし、母子・父子

世帯、子育て世帯及び多家族世帯にあっては抽選番号を２付与することとする。 

     イ 入居申込者が同時に２以上の区分に該当する場合は、それぞれの区分ごとに抽選番号

を１ずつ付与するものとする。 

  （２）条例第９条第５項の規定による公開抽選における当選率の引上げは、次により実施するも 

のとする。 

ア 条例第９条第５項の「知事が定める回数」は、１回とする。 

イ アの「１回」とは、各年度ごとに実施されるすべての一般公募を通算して数えること

とし、同一年度内の申込回数にかかわらず１回とするものとする。 

ウ 当選率の引上げは、前年度までの落選の回数に応じ、抽選番号を落選１回当たり１ず

つ付与するものとする。 

  例 ２年度目（連続落選１回（年）） 抽選番号に番号を１付与 

    ３年度目（連続落選２回（年）） 抽選番号に番号を２付与 

    ４年度目（連続落選３回（年）） 抽選番号に番号を３付与 

エ 各年度内において、一度も入居申込がなかった場合は、それまでの連続落選回数は次

年度に持ち越さないものとし、初めて入居を申し込む者と同様の扱いとする。 

オ 入居申込者が連続して落選していることの確認は、別紙の「北海道住宅抽選カード（以

下「抽選カード」という。）」の記録又は電子申請申込履歴により行うものとする。 

カ 総合振興局長等は、電子申請以外の方法により初めて入居を申し込む者に対し、抽選

カードに受付内容を記録し交付するものとする。 

キ 総合振興局長等は、電子申請以外の方法による申込者に対し、入居申込受付の都度、

入居申込者に抽選カードを提出させ、受付内容を記録し返却するものとする。 

ク 総合振興局長等は、電子申請による申込者について、申込履歴を作成するものとする。 

ケ 公開抽選の当選者が入居を辞退した場合は、当該入居を辞退した者に抽選カードを返

却させるものとする。入居補欠者のうち当選者の入居辞退により入居者として決定され

ようとする者が入居を辞退した場合も同様とする。 

コ 抽選カードは別紙に定める様式を基本とするが、公募の実態等を勘案し、様式の一部

に適宜変更を加えることは差し支えないものとする。 

サ 抽選カードは、原則として再発行しないものとし、入居申込者において亡失すること

がないよう十分注意して保管を行うよう指導するものとする。 

  （３）条例第９条第４項及び第５項のいずれにも該当する場合にあっては、（１）及び（２）にお

けるそれぞれの抽選番号の付与数を合算するものとする。 

 

 ３ 東日本大震災避難世帯、及び単身者に係る選考の特例 

（１）総合振興局長等は、東日本大震災特目住宅に優先して選考されるための要件を具備する者

のうち、現に同一市町村内の住戸において目的外使用許可を受けている者を東日本大震災特

目住宅又は一般住宅の入居者として選考した場合、現に目的外使用許可を受けている住戸の

入居者として決定することができるものとする。 

（２）総合振興局長等は、前号の規定を適用したときに、入居補欠者のうち最も順位が高い者を

入居者として決定することができる。この場合において、当該入居補欠者に前号の規定を適

用したときは、次の順位の者を入居者として決定することができるものとし、以下同様に繰

り下がるものとする。 

 

附則 

この要領は、平成１０年４月１日から施行する。 

附則 

この要領は、平成１３年２月５日から施行する。 

附則 
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この要領は、平成１９年４月１日から施行する。 

附則 

この要領は、平成２０年１０月１日から施行する。 

附則 

この要領は、平成２２年７月１日から施行する。 

附則 

この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

附則 

この要領は、平成２６年１０月１日から施行する。 

附則 

この要領は、平成２７年４月１日から施行する。 

附則 

この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

附則 

この要領は、平成２９年４月１日から施行する。 

附則 

この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 

附則 

この要領は、令和２年１０月１日から施行する。 

附則 

この要領は、令和４年１０月２８日から施行する。 

附則 

この要領は、令和５年１２月２６日から施行する。 

附則 

この要領は、令和７年８月１日から施行する。 

附則 

この要領は、令和８年４月１日から施行する。 
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別表１ 

要綱第７条第２項による区分 
表示方法の例 

第１号 第２号 第３号 

子育て世帯向け住宅    子育て世帯向け住宅 

単身者向け住宅 
特目住宅 その他特目住宅 

高齢者等単身者向け

住宅 

高齢者等単身者向け

住宅 

転入単身者向け住宅 転入単身者向け住宅 

移住単身者向け住宅 移住単身者向け住宅 

東日本大震災避難単

身者向け住宅 

東日本大震災避難単

身者向け住宅 

一般住宅   単身者向け住宅 

世帯・単・身併用住

宅 

特目住宅 その他特目住宅 

高齢者等世帯・単身

併用住宅 

高齢者等世帯・単身

併用住宅 

転入世帯・単身併用

住宅 

転入世帯・単身併用

住宅 

移住世帯・単身併用

住宅 

移住世帯・単身併用

住宅 

東日本大震災避難世

帯・単身併用住宅 

東日本大震災避難世

帯・単身併用住宅 

一般住宅   世帯・単身併用住宅 

一般世帯向け住宅 
特目住宅 

高齢者等世帯向け住

宅 
 

高齢者等世帯向け住

宅 

母子世帯向け住宅  母子世帯向け住宅 

多家族世帯向け住宅  多家族世帯向け住宅 

多子世帯向け住宅  多子世帯向け住宅 

18 歳未満同居世帯向

け住宅 
 

18 歳未満同居世帯向

け住宅 

新婚世帯向け住宅  新婚世帯向け住宅 

転入世帯向け住宅  転入世帯向け住宅 

移住世帯向け住宅  移住世帯向け住宅 

東日本大震災避難世

帯向け住宅 
 

東日本大震災避難世

帯向け住宅 

その他特目住宅 

身体障がい者向け住

宅 

身体障がい者向け住

宅 

車いす対応住宅 車いす対応住宅 

視覚障がい対応住宅 視覚障がい対応住宅 

聴覚障がい対応住宅 聴覚障がい対応住宅 

シルバーハウジング

住宅 

シルバーハウジング

住宅 

要介護者等同居世帯

向け住宅 

要介護者等同居世帯

向け住宅 

一般住宅   一般世帯向け住宅 
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 別表２ 

  １ 入居申込者に提出させる書面は次の表のとおりとする。 

  （１） 書面の提出に当たっては、各表の提出させる書面の例欄に掲げるものをすべて提出させる必要はな

く、入居申込者それぞれに応じて入居者資格又は必要な要件を具備していることを確認できるものに

ついてのみ提出させるものとする。 

  （２） 書面の提出に当たっては、１の書面によることを基本とし、複数の書面によらなければ必要な事項

を確認できない場合に限り２以上の書面を提出させるものとする。 

  （３） 書面は原本によることを基本とするが、手帳等の類であって、原本を提出させることが困難である

場合は、写しによって差し支えないものとする。 

  （４） 上記（１）から（３）の規定は、入居申込書に添付すべき書面についても準用する。 

 

  ２ 入居申込者に提出させる書面 

  （１） 規則第６条第５項第１号に規定する書面 

確認すべき事項 書面の区分 提出させる書面の例 

 現に同居し、又は同居し

ようとする者があること 

（同居親族要件） 

 

 

 子育て世帯向け住宅 

 においては、現に同 

 居し、又は同居しよ 

うとする小学校就学 

前の子があること 

入居者又は同居者の氏名、年齢等の基

本的な情報及び入居者と同居者の関

係が確認できる書面 

ア 住民票(世帯全員のもの。) 

※１記載事項が省略されていないも

のに限る。 

※２マイナンバー（個人番号）の記載 

がないもの。 

イ 戸籍謄本 

ウ 健康保険証※注 1 

エ 在留カード 

オ その他総合振興局長等が必要と認

める書面 

 事実上婚姻関係と同様の事情にある

ことを確認できる書面 

ア 住民票 

※１記載事項が省略されていないも

のに限る。 

※２マイナンバー（個人番号）の記載 

がないもの。 

イ 官公庁が発行するパートナーシッ

プ関係であることを証明する書類で、

パートナーシップ関係であることを

確認できる書面 

ウ 上記イに該当しない同性カップル

であって、事実上婚姻の関係と同様の

事情にある場合は、次のとおり 

(ｱ) 双方に配偶者がいないことを証 

する書面（戸籍謄本又は戸籍抄

本） 

(ｲ) 様式１（申出書） 

エ その他総合振興局長等が必要と認

める書面 

 婚約関係であることを確認できる書

面 

ア 婚約関係を証明する書面 

 （社会通念上当該婚約関係を証明しう

る第三者による証明がなされたも

のに限る。） 

イ その他総合振興局長等が必要と認

める書面 

 離婚予定であることを確認できる書

面 

ア 離婚調停中であることの証明書（裁

判 所 又 は 弁 護 士 が 証 明 し た も    

のに限る。） 

イ その他総合振興局長等が必要と認

める書面 

現に同居し、又は同居しよ

うとする者がないことその

他単身入居に必要な要件 

（単身者入居要件） 

 

単身者であることの確認 ア 戸籍謄本 

イ 住民票 

※１記載事項が省略されていな 

いものに限る。 

※２マイナンバー（個人番号） 

の記載がないもの。 

ウ その他総合振興局長等が必要と認

める書面 

エ 在留カード 
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 オ 北朝鮮拉致被害者 

(ｱ) 本人確認できる書類及び北朝鮮

拉致被害者であることが掲載され

た新聞記事等の写し 

(ｲ) その他総合振興局長等が必要と

める書面 

カ 犯罪被害者 

 (ｱ) 犯罪被害者等に関する申告書 

 (ｲ) 公的機関等が発行した書面又は 

新聞記事など申告書の内容を客観 

的に証明できる書面 

 (ｳ) その他総合振興局長等が必要と

認める書面 

キ 更生保護対象者 

 (ｱ) 保護観察所の証明書 

 (ｲ) その他総合振興局長等が必要と

認める書面 

ク 生活困窮者 

 (ｱ) 自立支援相談事業で作成された

支援計画書 

 (ｲ) その他総合振興局長等が必要と

認める書面 

ケ 児童養護施設退所者 

 (ｱ) 児童養護施設の証明書 

 (ｲ) その他総合振興局長等が必要と

認める書面 

コ ＵＩＪターン向け 

 (ｱ) 住民票（世帯全員のもの。） 

 (ｲ) その他総合振興局長等が必要と

認める書面 

サ 生活支援等のために施設等の近隣 

に居住する必要がある介護士、保育士 

等 

 (ｱ) 介護士又は保育士であることの

証明書及び勤務地がわかる書面 

 (ｲ) 生活支援の内容（対象者、地域、

活動等）と実施していることがわ

かる書面 

 (ｳ) その他総合振興局長等が必要と

認める書面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単身入居可能であることの確認（札幌

市のみ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 高齢者に係るもの 

 住民票 

 ※１記載事項が省略されていないも

のに限る。 

※２マイナンバー（個人番号）の記 

載がないもの。 

イ 身体障がい者に係るもの 

 (ｱ) 身体障害者手帳 

 (ｲ) 福祉事務所長の証明書 

ウ 生活保護受給者に係るもの 

 (ｱ) 生活保護受給証明書 

 (ｲ) 生活保護決定通知書 

エ 戦傷病者に係るもの 

 (ｱ) 戦傷病者手帳 

 (ｲ) 道援護事務主管課長の証明書 

オ 原子爆弾被爆者に係るもの 

 (ｱ) 被爆者健康手帳 

 (ｲ) 医療特別手当証書 

 (ｳ) 特別手当証書 

カ 海外引揚者に係るもの 

  道援護事務主管課長の証明書 

キ ハンセン病療養所入所者等に係る

もの 
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  国立ハンセン病療養所等の長等の

証明書 

ク ＤＶ被害者に係るもの 

 (ｱ) 女性相談支援センター長の証明

書 

 (ｲ) 裁判所の保護命令決定書 

ケ その他総合振興局長等が必要と認 

 める書類 

※注 1 「医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るための健康保険法等の一部を改正する法律」により、 

令和２年 10 月１日から「告知要求制限」の規定が設けられたことに伴い、提出を求める場合は、次の 

とおり留意すること。 

(1)  健康保険証の提示を受ける場合には、健康保険証の被保険者等記号・番号等を書き写すことないよう 

にすること。また、健康保険証の写しをとる際には、当該写しの被保険者等記号・番号等を復元できな 

い程度にマスキングすること。 

(2)  健康保険証の写しの送付を受けることにより本人確認等を行う場合には、あらかじめ申請者や顧客等 

に対し被保険者等記号・番号等にマスキングを施すよう求め、マスキングを施された写しの送付を受け 

ること。また、被保険者等記号・番号等にマスキングが施されていない写しを受けた場合には、当該写 

しの提供を受けた者においてマスキングを施すこと。 

(3) 被保険者等記号・番号等の告知を求めているかのような説明を行わないこと。 

 

  （２）規則第６条第５項第２号に規定する書面 

確認すべき事項 書面の区分 提出させる書面の例 

条例第６条第２号に規定す

る収入を超えないこと 

（収入要件） 

 

 

 

所得を確認できる書面 ア 市町村が発行する所得（課税）証

明書 

イ 市町村・道民税特別徴収税額通知

書 

ウ 源泉徴収票 

エ 給与支払証明書 

オ 確定申告書控（税務署受付印があ

るものに限る。ただし、国税電子申

告・納税システム（e-Tax）により

確定申告を行った場合は、電子申請

等証明ﾃﾞｰﾀｼｰﾄ及び所得税の確定申

告書（税務署長あて送信したﾃﾞｰﾀに

限る。）） 

カ 年金改定通知書、年金支払通知

書、年金振込通知書 

キ その他総合振興局長等が必要と

認める書面 

条例第６条第２号ア又はイの規定に

より収入基準の緩和される者である

ことを確認できる書面（収入基準が緩

和されなければ入居できない場合に

限る。） 

ア 高齢者、小学校就学前・在学中、

多子に係るもの 

  住民票(世帯全員のもの。) 

※１記載事項が省略されていない

ものに限る。 

※２マイナンバー（個人番号）の記 

載がないもの。 

イ 障がい者に係るもの 

 (ｱ) 身体障害者手帳 

 (ｲ) 精神障害者保健福祉手帳 

 (ｳ) 療育手帳 

 (ｴ) 道の福祉主管課長又は市町村 

の長若しくは道又は市町村の 

福祉事務所の長の証明書等 

ウ 戦傷病者に係るもの 

 (ｱ) 戦傷病者手帳 

 (ｲ) 道援護事務主管課長の証明書 

エ 原子爆弾被爆者に係るもの 

 (ｱ) 被爆者健康手帳 

 (ｲ) 医療特別手当証書 

 (ｳ) 特別手当証書 

オ 海外引揚者に係るもの 

  道援護事務主管課長の証明書 

カ ハンセン病療養所入所者等に係
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るもの 

  国立ハンセン病療養所等の長等

の証明書 

キ 新婚（内縁関係、婚約関係を含む）

に係るもの 

 (ｱ) 戸籍謄本 

(ｲ) 住民票(世帯全員のもの。) 

※１記載事項が省略されていない

ものに限る。 

※２マイナンバー（個人番号）の 

記載がないもの。 

(ｳ) 婚約関係を証明する書面 

ク その他総合振興局長等が必要と

認める書面 

生活保護受給の事実を確認できる書

面 

ア 生活保護受給証明書 

イ 生活保護決定通知書 

無職又は所得がないことを確認でき

る書面 

 

ア 離職票又は雇用保険受給資格者

証 

イ 無職無収入であることの申立書 

ウ その他総合振興局長等が必要と

認める書面 

 

  （３） 規則第６条第５項第３号に規定する書面 

確認すべき事項 書面の区分 提出させる書面の例 

条例第６条第４号に規定す

る暴力団員でないこと 

同意書の記載事項を確認できる書面 ア 住民票(世帯全員のもの。) 

※１記載事項が省略されていない

ものに限る。 

※２マイナンバー（個人番号）の 

記載がないもの。 

イ その他総合振興局長等が必要と

認める書面 

 

  （４） 規則第６条第５項第４号に規定する書面 

特定目的住宅 提出させる書面の例 

高齢者等世帯向け住宅 ア 高齢者に係るもの 

  住民票(世帯全員のもの。) 

※１記載事項が省略されていないものに限る。 

※２マイナンバー（個人番号）の記載がないもの。 

イ 障がい者に係るもの 

 (ｱ) 身体障害者手帳 

 (ｲ) 精神障害者保健福祉手帳 

(ｳ) 療育手帳 

 (ｴ) 道の福祉主管課長又は市町村の長若しくは道又は市町村の福 

祉事務所の長の証明書等 

ウ 戦傷病者に係るもの 

 (ｱ) 戦傷病者手帳 

 (ｲ) 道援護事務主管課長の証明書 

エ 原子爆弾被爆者に係るもの 

 (ｱ) 被爆者健康手帳 

 (ｲ) 医療特別手当証書 

 (ｳ) 特別手当証書  

オ ハンセン病療養所入所者等に係るもの 

  国立ハンセン病療養所等の長等の証明書 

カ その他総合振興局長等が必要と認める書面 

多家族世帯向け住宅 ア 住民票(世帯全員のもの。) 

※１記載事項が省略されていないものに限る。 

※２マイナンバー（個人番号）の記載がないもの。 

イ その他総合振興局長等が必要と認める書面 

多子世帯向け住宅 多家族世帯向け住宅に準じる。 

18 歳未満同居世帯向け住宅 多家族世帯向け住宅に準じる。 

新婚世帯向け住宅 

 

ア 戸籍謄本 

イ 住民票(世帯全員のもの。) 
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※１記載事項が省略されていないものに限る。 

※２マイナンバー（個人番号）の記載がないもの。 

ウ 婚約関係を証明する書面 

エ その他総合振興局長等が必要と認める書面 

転入世帯向け住宅 多家族世帯向け住宅に準じる。 

移住世帯向け住宅 多家族世帯向け住宅に準じる。 

東日本大震災避難世帯向け住宅 ア 罹災証明書又は被災証明書 

イ 道内に居住の実態を有することを証する書面（住民票又は現住

所の確認できる郵便物等） 

ウ その他総合振興局長等が必要と認める書面 

その他の特定目的住宅  

 高齢者等単身者向け住宅 高齢者等世帯向け住宅に準じる。 

転入単身者向け住宅 転入世帯向け住宅に準じる。 

移住単身者向け住宅 移住世帯向け住宅に準じる。 

東日本大震災避難単身者向け住宅 東日本大震災避難世帯向け住宅に準じる。 

車いす対応住宅 ア 身体障害者手帳 

イ 戦傷病者手帳 

ウ その他総合振興局長等が必要と認める書面 

エ 管理特目住宅においては、上記書面のほか、医師の診断書（身

体の機能上の制限を受けていることによる常時介護の必要性及び

継続的な医療を受ける必要性の有無の記載がされているもの） 

視覚障がい対応住宅 ア 身体障害者手帳 

イ 戦傷病者手帳 

ウ その他総合振興局長等が必要と認める書面 

聴覚障がい対応住宅 視覚障がい対応住宅に準じる。 

シルバーハウジング住宅 ア 高齢者に係るもの 

  住民票(世帯全員のもの。) 

※１記載事項が省略されていないものに限る。 

※２マイナンバー（個人番号）の記載がないもの。 

イ 身体障害者手帳 

ウ 戦傷病者手帳 

エ その他総合振興局長等が必要と認める書面 

要介護者等同居世帯向け住宅 ア 介護保険被保険者証 

イ その他総合振興局長等が必要と認める書面 

高齢者等世帯・単身併用住宅 高齢者等世帯向け住宅に準じる。 

転入世帯・単身併用住宅 転入世帯向け住宅に準じる。 

移住世帯・単身併用住宅 移住世帯向け住宅に準じる。 

東日本大震災避難世帯・単身併用住宅 東日本大震災避難世帯向け住宅に準じる。 

 
  （５） 規則第６条第５項第５号に規定する書面 

確認すべき事項 書面の区分 提出させる書面の例 

現に住宅に困窮しているこ

とが明らかであること 

持家がないこと 原則として入居申込書（規則別記様式

第１号様式）裏面の記載内容及び住民

票等により確認するため不要。ただ

し、持家に居住している場合で持家を

処分して入居する予定の場合は、次の

書面とする。 

ア 不動産の媒介契約書 

イ 競売開始の証明書等 

ウ その他総合振興局長等が必要と

認める書面 

 

 ３ 入居申込書に添付すべき書面 

 （１）規則第６条第６項に規定する書面 

規則第８条の２第１号から第３号ま

でに該当する者（高齢者） 

ア 住民票(世帯全員のもの。) 

※１記載事項が省略されていないものに限る。 

※２マイナンバー（個人番号）の記載がないもの。 

イ その他総合振興局長等が必要と認める書面 

規則第８条の２第４号に該当する者 

（海外引揚者） 

ア 道援護事務主管課長の証明書 

イ その他総合振興局長等が必要と認める書面 

規則第８条の２第５号及び第６号に ア 身体障害者手帳 
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該当する者 

（障がい者） 

イ 精神障害者保健福祉手帳 

ウ 療育手帳 

エ 道の福祉主管課長又は市町村の長若しくは道又は市町村の福祉

事務所の長の証明書 

オ 戦傷病者手帳 

カ その他総合振興局長等が必要と認める書面 

規則第８条の２第７号及び第８号に

該当する者（母子・父子世帯） 

ア 戸籍謄本 

イ その他総合振興局長等が必要と認める書面 

規則第８条の２第９号に該当する者 

（子育て世帯） 

規則第８条の２第１号から第３号までに該当する者（高齢者）に準

じる。 

規則第８条の２第１０号及び第１１

号に該当する者（多家族世帯） 

規則第８条の２第１号から第３号までに該当する者（高齢者）に準

じる。 

規則第８条の２第１２号に該当する

者（ＤＶ被害者） 

ア 女性相談支援センター長の証明書 

イ 裁判所の保護命令決定書 

ウ その他総合振興局長等が必要と認める書面 

規則第８条の２第１３号に該当する

者（犯罪被害者等） 

ア 犯罪被害者等であることの申立書 

イ その他総合振興局長等が必要と認める書面 

規則第８条の２第１４号に該当する

者（新婚世帯） 

 

 

ア 戸籍謄本 

イ 住民票(世帯全員のもの。) 

※１記載事項が省略されていないものに限る。 

※２マイナンバー（個人番号）の記載がないもの。 

ウ 婚約関係を証明する書面 

エ その他総合振興局長等が必要と認める書面 

規則第８条の２第１５号に該当する

者（転入世帯） 

規則第８条の２第１号から第３号までに該当する者（高齢者）に準

じる。 

規則第８条の２第１６号に該当する

者（移住世帯） 

規則第８条の２第１号から第３号までに該当する者（高齢者）に準

じる。 

規則第８条の２第１７号に該当する

者（原子力事故被災者） 

ア 避難元市町村が発行する居住実績証明書 

イ その他総合振興局長等が必要と認める書面 



北海道公営住宅入居選考事務処理要領 

 

（２）別表２の２ 事実上婚姻関係と同様の事情にあることを確認できる書面のウの(ｲ) 

 

様式 1 

 

申  出  書 

 

 

 

(総合)振興局長 様 

 

      私たち          と          は、事実上婚姻関係と 

同様の事情にある者であることを申し出ます。 

 

      年  月  日 

 

 

 

住所              

氏名              

 

住所              

氏名              

 

 

 

 



                               北海道公営住宅入居選考事務処理要領 

 

別表３ 

特に居住の安定を図る必要が

ある者の区分 

対象となる者 

高齢者 規則第８条の２第１号から第３号までに該当する者 

海外引揚者 規則第８条の２第４号に該当する者 

障がい者 規則第８条の２第５号及び第６号に該当する者 

母子・父子世帯 規則第８条の２第７号及び第８号に該当する者 

子育て世帯 規則第８条の２第９号に該当する者 

多家族世帯 規則第８条の２第１０号及び第１１号に該当する者 

ＤＶ被害者 規則第８条の２第１２号に該当する者 

犯罪被害者等 規則第８条の２第１３号に該当する者 

新婚世帯 規則第８条の２第１４号に該当する者 

転入世帯 規則第８条の２第１５号に該当する者 

移住世帯 規則第８条の２第１６号に該当する者 

原子力事故被災者 規則第８条の２第１７号に該当する者 

 



○　申込み受付の確認欄

年度 回数 申込受理印

応募区分 No. No. No.

申込団地

住宅型式

応募区分 No. No. No.

申込団地

住宅型式

応募区分 No. No. No. 住　所

申込団地 氏　名

住宅型式 （Ｍ・Ｔ・Ｓ） 年 月 日

応募区分 No. No. No.

申込団地

住宅型式 １ 　この抽選カードを申込みの際に提示すると、当選率を引き上げる

応募区分 No. No. No. ための優遇措置を受けることができます。

申込団地 ２ 　連続して落選された方には、２年度目以降から各年度ごとに１つ

住宅型式 抽選番号が増加されます。

応募区分 No. No. No. ３ 　１年度以内に一度も申込みがなかった場合、次年度の申込みでは、

申込団地 初年度の申込者と同様の扱いとなり、抽選番号は増加されません。

住宅型式 ４ 　この抽選カードは、他の者に譲渡することができません。

応募区分 No. No. No. ５ 　この抽選カードは、再発行することができませんので、大切に保管

申込団地 して、入居申込みの際には忘れずに提示してください。

住宅型式

応募区分 No. No. No.

申込団地 印

住宅型式

応募区分 No. No. No.

申込団地

住宅型式

抽　　選　　番　　号入居申込住宅の内容

生年月日

変
更

住　　所

氏　　名

申込者

北海道営住宅抽選カード

（入居申込書受理証明書）

                            長



○　過年度における申込み実績の確認 ○　申込み受付の確認欄

年度 年度 年度 年度 年度 年度 回数 申込受理印

応募区分 No. No. No.

申込団地

住宅型式

応募区分 No. No. No.

申込団地

住宅型式

○　申込み受付の確認欄 応募区分 No. No. No.

申込団地

年度 回数 申込受理印 住宅型式

応募区分 No. No. No. 応募区分 No. No. No.

申込団地 申込団地

住宅型式 住宅型式

応募区分 No. No. No. 応募区分 No. No. No.

申込団地 申込団地

住宅型式 住宅型式

応募区分 No. No. No. 応募区分 No. No. No.

申込団地 申込団地

住宅型式 住宅型式

応募区分 No. No. No. 応募区分 No. No. No.

申込団地 申込団地

住宅型式 住宅型式

応募区分 No. No. No. 応募区分 No. No. No.

申込団地 申込団地

住宅型式 住宅型式

応募区分 No. No. No. 応募区分 No. No. No.

申込団地 申込団地

住宅型式 住宅型式

入居申込住宅の内容 抽　　選　　番　　号

抽　　選　　番　　号入居申込住宅の内容

確認印



コード 振興局 市町村 団地コード 団地名 棟コード 棟番号 住戸番号 名義人番号 名義人カナ氏名 名義人漢字氏名 生年月日 家賃滞納額(A) 駐車場滞納額(B) 滞納額合計(A+B) 最初の滞納年月 最後の滞納年月 退去年月日 退去区分
退去滞納者一覧



更新日

コード 振興局 市町村 団地コード 団地名 棟コード 棟番号 住戸番号 名義人番号 名義人カナ氏名 名義人漢字氏名 生年月日 損害金調定額等
損害金等調定者一覧


